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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　以下の（Ｚ）、（１）、（２）、（３）をいずれも満たすことを特徴とするペレットの
集合物；
　（Ｚ）該ペレットが、
　引っ張り弾性率（ＡＳＴＭ Ｄ－６３８－０３記載の方法による初期弾性率）が１００
ＭＰａ以下であり、α－オレフィン由来の構成単位を有する重合体（Ａ）を含んでなるこ
と。
　（１）該ペレットの集合物の平均３０粒重量が、０．８０～２．００ｇであること。
　（２）ふるいわけ法により得られる該ペレットの集合物の粒度分布の指標であって、最
大の重量分率を示す画分における重量分率の値が、９０～１００％の範囲にあること。
　（３）該ペレットの集合物において、ペレットの長さと直径とのうち、大きい方の値を
Ｌ、小さい方の値をＤとして、無作為に抽出した２０粒のペレットについて得た、平均値
ＬaveおよびＤaveから求められるＬave／Ｄaveの値が、１．００～１．５の範囲にあり、
Ｌaveが、３．３ｍｍ～６．０ｍｍであり、Ｄaveが、３．３ｍｍ～６．０ｍｍ（Ｌave≧
Ｄave）であること。
【請求項２】
　（４）該ペレットの集合物について、３５℃で荷重をかけ、２４時間経過後、－１０℃
として７日間経過した後にブロッキング力を測定する試験において、測定したブロッキン
グ力が３５Ｎ以下であること
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を特徴とする請求項１に記載のペレットの集合物。
【請求項３】
　寒冷地用であることを特徴とする請求項１または２に記載のペレットの集合物。
【請求項４】
　前記α－オレフィン由来の構成単位を有する重合体が、２種以上のα－オレフィン由来
の構成単位を有する共重合体であることを特徴とする請求項１に記載のペレットの集合物
。
【請求項５】
　前記２種以上のα－オレフィン由来の構成単位を有する共重合体が、（Ａ－ｉ）エチレ
ン由来の構成単位と炭素数３以上のα－オレフィン由来の構成単位とを有する共重合体で
あることを特徴とする請求項４に記載のペレットの集合物。
【請求項６】
　前記２種以上のα－オレフィン由来の構成単位を有する共重合体が、（Ａ－ｉｉ）プロ
ピレン由来の構成単位とプロピレン以外の炭素数２以上のα－オレフィン由来の構成単位
とを有する共重合体であることを特徴とする請求項４に記載のペレットの集合物。
【請求項７】
　前記ペレットの表面に粉体および／または液体が付着していることを特徴とする請求項
１～６のいずれか一項に記載のペレットの集合物。
【請求項８】
　前記１～７のいずれか一項に記載のペレットの集合物が、１５～１５００ｋｇの量で容
器に充填されてなることを特徴とする包装体。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ペレットの集合物であって該ペレットが引っ張り弾性率（ＡＳＴＭ　Ｄ－６
３８－０３の方法により測定される初期弾性率）が１００ＭＰａ以下である重合体（Ａ）
を含んでなるものに関する。より詳しくは、本発明は、耐ブロッキング性に優れた、ペレ
ットの集合物であって、該ペレットが引っ張り弾性率が１００ＭＰａ以下である重合体（
Ａ）を含んでなるものに関する。
【背景技術】
【０００２】
　エチレン・プロピレン共重合体ゴム、エチレン・プロピレン・ジエン共重合体ゴムなど
のオレフィン系共重合体ゴムは、ペレットの形態で市場に供給されるようになってきたが
、オレフィン系共重合体ゴムは粘着性を有するため、ペレット状に成形しても、保管中に
ブロック状に凝結するという問題があった。また、常温で比較的粘着性の少ないエチレン
・α－オレフィン系共重合体エラストマーにおいても、積み上げられて、荷重がかかった
状態に保たれた場合や、夏場のように温度が高い環境下に置かれた場合には、ペレット同
士が凝結するという問題があった。
【０００３】
　これに対して、ステアリン酸カルシウム、タルクなどの粉体およびシリコーンオイルな
どの液体を軟質樹脂ペレットに付着させて、ペレットの取り扱いを向上させる試みがされ
ている（特許文献１参照）。
【特許文献１】国際公開２００２－０８５９７９号パンフレット
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　しかしながら、上記粉体および液体を付着した軟質樹脂ペレットであっても、耐ブロッ
キング性を改善する余地があった。
【０００５】
　さらに、比較的高温下で保管しておいたペレットを寒冷地に搬送し、そこで成形体に加



(3) JP 5467769 B2 2014.4.9

10

20

30

40

50

工しようとすると、ペレットがさらに凝結しているという問題もあった。
【０００６】
　したがって、本発明の目的は、上記課題を解決しようとするものであって、ペレットの
集合物をペレット包装体などとして高温、荷重下で保管した後、これを寒冷地で保管、使
用する際も、凝結が起こらないようなペレットの集合物を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明者らは、鋭意研究を行った結果、特定の特徴を有するペレットの集合物によれば
上記課題を解決できることを見出し、本発明を完成するに至った。
【０００８】
　すなわち、本発明に係る第一のペレットの集合物は、以下の（Ｚ）、（１）、（２）、
（３）をいずれも満たすことを特徴とする；
　（Ｚ）該ペレットが引っ張り弾性率（ＡＳＴＭ－Ｄ６３８－０３記載の方法により測定
される初期弾性率）が１００ＭＰａ以下である重合体（Ａ）を含んでなること。
【０００９】
　（１）該ペレットの集合物の平均３０粒重量が、０．８～２．０ｇであること。
【００１０】
　（２）ふるいわけ法により得られる該ペレットの集合物の粒度分布の指標であって、最
大の重量分率を示す画分における重量分率の値が、９０～１００％の範囲にあること。
【００１１】
　（３）該ペレットの集合物において、ペレットの長さと直径とのうち、大きい方の値を
Ｌ、小さい方の値をＤとし、無作為に抽出した２０粒のペレットについて得た、平均値Ｌ

aveとＤaveとから求められるＬave／Ｄaveの値が、１．００～１．７０の範囲にあること
。
【００１２】
　上記重合体は、α－オレフィン由来の構成単位を有する重合体であることが好ましい。
【００１３】
　上記α－オレフィン由来の構成単位を有する重合体は、２種以上のα－オレフィン由来
の構成単位を有する共重合体であることが好ましい。
【００１４】
　上記２種以上のα－オレフィン由来の構成単位を有する共重合体は、（Ａ－ｉ）エチレ
ン由来の構成単位と炭素数３以上のα－オレフィン由来の構成単位とを有する共重合体で
あることが好ましい。
【００１５】
　上記２種以上のα－オレフィン由来の構成単位を有する共重合体は、（Ａ－ｉｉ）プロ
ピレン由来の構成単位とプロピレン以外の炭素数２以上のα－オレフィン由来の構成単位
とを有する共重合体であることが好ましい。
【００１６】
　本発明に係る第一のペレットの集合物は、上記ペレットの表面に粉体および／または液
体が付着していることが好ましい。
【００１７】
　本発明に係る第一の包装体は、上記ペレットの集合物が、１５～１５００ｋｇの量で容
器に充填されてなることを特徴とする。
【００１８】
　本発明の第２のペレットの集合物は、以下の（Ｚ）、（４）を満たすことを特徴とする
；
　（Ｚ）該ペレットが、引っ張り弾性率（ＡＳＴＭ　Ｄ－６３８－０３記載の方法による
初期弾性率）が１００ＭＰａ以下である重合体（Ａ）を含んでなること。
【００１９】
　（４）該ペレットの集合物について、３５℃で荷重をかけ、２４時間経過後、－１０℃
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として７日間経過した後にブロッキング力を測定する試験において、測定したブロッキン
グ力が３５Ｎ以下であること。
【００２０】
　本発明の第２のペレットの集合物は、前記ペレットの表面に粉体および／または液体が
付着していることが好ましい。
【００２１】
　本発明の第２の包装体は、前記第２のペレットの集合物が、１５～１５００ｋｇの量で
容器に充填されてなることを特徴とする。
【発明の効果】
【００２２】
　本発明によれば、ペレットの集合物を包装体などとして高温、荷重下で保管した後、こ
れを寒冷地で保管、使用する際も、凝結が起こらないようなペレットの集合物が得られる
。
【図面の簡単な説明】
【００２３】
【図１】図１は、ペレットのＬおよびＤの測定箇所について説明するための図である。
【図２】図２は、ブロッキング力測定方法を説明するための図である。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２４】
　以下、本発明について具体的に説明する。
【００２５】
　＜重合体（Ａ）＞
　本発明の第１および第２のペレットの集合物で用いられる重合体（Ａ）は、引っ張り弾
性率（ＹＭ；ASTM D-６３８－０３の方法により測定される初期弾性率）が１００ＭＰａ
以下、好ましくは０．１～１００ＭＰａ、より好ましくは０．１～４０ＭＰａである。引
っ張り弾性率が上記範囲にあると本発明の効果がより顕著に現れる点で好ましい。また引
張弾性率の特に好ましい下限値は１ＭＰａ以上である。なお引っ張り弾性率を測定するた
めの試験片はプレス成形により得られ、成形温度は重合体が溶融して流動する温度以上で
あって、かつ２８０度以下の温度から選択される。
【００２６】
　上記重合体に使用される単量体に特に制限はなく、例えば炭素数２～２０のα－オレフ
ィン、エチレンおよび任意のα-オレフィンが包含される。適当なモノマーとしては、例
えばエチレンおよび、３個以上、好ましくは３～20個、より好ましくは３～12個、さらに
好ましくは３～８個の炭素原子を含むα-オレフィンを包含する。特に適当なものは、エ
チレンまたは、プロピレン、ブテン-1、4-メチル-1-ペンテン、ヘキセン-1およびオクテ
ン-1から選択される１種以上のα-オレフィンである。また１種以上のα－オレフィンと
共に、共役ポリエン、非共役ポリエン、環状オレフィン、極性基含有ビニル単量体を含ん
でいても良い。１種以上のα－オレフィン由来の構成単位を含み、これと共に、必要に応
じて共役ポリエン、非共役ポリエン、環状オレフィン、極性基含有ビニル単量体のいずれ
かに由来の構成単位を含んでいてもよい重合体のことをα－オレフィン由来の構成単位を
有する重合体と呼ぶことがある。また例えば芳香族ビニル化合物と、共役ポリエン、極性
基含有ビニル化合物から選ばれる単量体との組み合わせであっても良い。
【００２７】
　上記重合体（Ａ）としては、具体的には、エチレン由来の構成単位と炭素数３～２０の
α－オレフィン由来の構成単位とを有する共重合体（Ａ－ｉ）、プロピレン由来の構成単
位とプロピレン以外の炭素数２～２０のα－オレフィン由来の構成単位とを有する共重合
体（Ａ－ii）、エチレン由来の構成単位と炭素数３～２０のαオレフィン由来の構成単位
と、共役ポリエンおよび／又は非共役ポリエン由来の構成単位とを有する共重合体（Ａ－
iii）、エチレン由来の構成単位と酢酸ビニル由来の構成単位とを有する共重合体（Ａ－i
v）、芳香族ビニル化合物由来の構成単位と共役ジエン由来の構成単位とを有する共重合
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ゴムおよびその水素化物（Ａ－ｖ）などが挙げられるがこれらに限られるものではない。
これらの重合体は、単独で用いても、２種以上組み合わせて用いても、重合体（Ａ）全体
として前記引っ張り弾性率の範囲を満たしていればよい。上記重合体としては、α－オレ
フィン由来の構成単位を含む重合体が特に好ましい。
【００２８】
　以下、例示として挙げた重合体（Ａ－ｉ）～（Ａ－ｖ）について説明する。
【００２９】
　〔エチレン由来の構成単位と炭素数３～２０のα－オレフィン由来の構成単位とを有す
る共重合体（Ａ－ｉ）〕
　本発明で用いられるエチレン由来の構成単位と炭素数３～２０のα－オレフィン由来の
構成単位とを有する共重合体（Ａ－ｉ）（以下共重合体（Ａ－１）と呼ぶことがある）は
、例えばエチレンと、炭素原子数３～２０のα－オレフィンとを共重合させて得られるエ
チレン・α－オレフィン共重合体（Ａ－ｉ－ａ）、または、エチレン・α－オレフィン共
重合体（例えば共重合体（Ａ－ｉ－ａ））に不飽和カルボン酸またはその誘導体をグラフ
トした変性エチレン・α－オレフィン共重合体（Ａ－ｉ－ｂ）であって、前記引っ張り弾
性率（ＹＭ；ASTM D-６３８－０３）が上記範囲にある。
【００３０】
　エチレンと共重合させる炭素原子数３～２０のα－オレフィンとしては、具体的には、
プロピレン、1-ブテン、1-ペンテン、1-ヘキセン、1-ヘプテン、1-オクテン、1-ノネン、
1-デセン、1-ウンデセン、1-ドデセン、1-ヘキサデセン、1-オクタデセン、1-ノナデセン
、1-エイコセン、4-メチル-1- ペンテンなどが挙げられる。これらのα－オレフィンは、
単独で、あるいは２種以上組み合わせて用いられる。
【００３１】
　エチレン・α－オレフィン共重合体（Ａ－ｉ－ａ）は、エチレンから導かれる構成単位
を５０～９６モル％の量で、炭素原子数３～２０のα－オレフィンから導かれる構成単位
を４～５０モル％の量（ここでエチレン由来の構成単位と炭素数３～２０のα－オレフィ
ン由来の構成単位との合計を１００モル％とする）で含有していることが望ましい。
【００３２】
　エチレン・α－オレフィン共重合体（Ａ－ｉ－ａ）の組成は、通常１０ｍｍφの試料管
中で約２００ｍｇのエチレン・α－オレフィン共重合体を１ｍｌのヘキサクロロブタジエ
ンに均一に溶解させた試料の13Ｃ－ＮＭＲスペクトルを、測定温度１２０℃、測定周波数
２５．０５ＭＨｚ、スペクトル幅１５００Ｈｚ、パルス繰返し時間４．２sec.、パルス幅
６μsec.の条件下で測定して決定される。
【００３３】
　本発明で用いられるエチレン・α－オレフィン共重合体（Ａ－ｉ－ａ）は、密度(ASTM 
D 1505)が好ましくは０．８５０～０．９１５ｇ／ｃｍ3、より好ましくは０．８５０～０
．８８５ｇ／ｃｍ3であって、さらに好ましくは０．８５０～０．８６８ｇ／ｃｍ3である
ことが望ましい。密度がこの範囲にあると、本発明によって得られるブロッキング抑制効
果が顕著である。
【００３４】
　また、エチレン・α－オレフィン共重合体（Ａ－ｉ－ａ）は、メルトフローレート（Ｍ
ＦＲ；ASTM D 1238，190℃、荷重2.16kg）が好ましくは０．０１～２００ｇ／１０分、よ
り好ましくは０．１～４０ｇ／１０分の範囲内にあることが望ましい。
【００３５】
　また、エチレン・α－オレフィン共重合体（Ａ－ｉ－ａ）について、ＤＳＣ（示差熱重
量分析）で測定した融点（Ｔｍ）は特に制限はないが、ＤＳＣで測定した融点（Ｔｍ）が
１００℃以下であるかまたは融点が観測されないものがより好ましく、上記融点（Ｔｍ）
が７０℃以下であるかまたは融点が観測されないものがより好ましく、上記融点が観測さ
れないものが特に好ましい。融点（Ｔｍ）に関して上記性質を満たすと、本発明によって
得られるブロッキング抑制効果が顕著である。融点（Ｔｍ）は、ＤＳＣの吸熱曲線を求め



(6) JP 5467769 B2 2014.4.9

10

20

30

40

50

、最大ピーク位置の温度とする。融点が観測されないとは、－１５０～２００℃の範囲に
おいて、結晶融解熱量が１Ｊ／ｇ以上の結晶融解ピークが観測されないことをいう。測定
は、試料をアルミパンに詰め、（１）１０℃／分で２００℃まで昇温し、２００℃で５分
間保持したのち、（２）２０℃／分で－１５０℃まで降温し、次いで（３）１０℃／分で
２００℃まで昇温する際、（３）における吸熱曲線より求めた。
【００３６】
　エチレン・α－オレフィン共重合体（Ａ－ｉ－ａ）としては、具体的には、エチレン・
プロピレンランダム共重合体、エチレン・1-ブテンランダム共重合体、エチレン・プロピ
レン・1-ブテンランダム共重合体、エチレン・1-ヘキセンランダム共重合体、エチレン・
1-ブテン・1-ヘキセンランダム共重合体、エチレン・1-オクテンランダム共重合体などが
挙げられる。これらの共重合体は、２種以上併用してもよい。
【００３７】
　上記のようなエチレン・α－オレフィン共重合体（Ａ－ｉ－ａ）は、バナジウム系触媒
、チタン系触媒またはメタロセン系触媒などを用いる従来公知の方法により製造すること
ができる。
【００３８】
　また、変性エチレン・α－オレフィン共重合体（Ａ－ｉ－ｂ）は、エチレン・α－オレ
フィン共重合体（例えばエチレン・α－オレフィン共重合体（Ａ－ｉ－ａ））に不飽和カ
ルボン酸またはその誘導体（以下、不飽和カルボン酸等と称する）をグラフトした重合体
であって前記引っ張り弾性率の値を満足するものである。
【００３９】
　変性エチレン・α－オレフィン共重合体における不飽和カルボン酸等のグラフト量は、
グラフト変性前のエチレン・α－オレフィン共重合体１００重量％に対して、０．０１～
３０重量％、好ましくは０．０１～１０重量％、さらに好ましくは０．１～２重量％の範
囲である。
【００４０】
　上記不飽和カルボン酸としては、具体的には、アクリル酸、マレイン酸、フマール酸、
テトラヒドロフタル酸、イタコン酸、シトラコン酸、クロトン酸、イソクロトン酸、ナジ
ック酸TM（エンドシス-ビシクロ［2,2,1］ヘプト-5-エン-2,3-ジカルボン酸などが挙げら
れる。
【００４１】
　また、不飽和カルボン酸の誘導体としては、たとえば上記のような不飽和カルボン酸の
酸ハライド化合物、アミド化合物、イミド化合物、酸無水物、エステル化合物などが挙げ
られる。具体的には、塩化マレイル、マレイミド、無水マレイン酸、無水シトラコン酸、
マレイン酸モノメチル、マレイン酸ジメチル、グリシジルマレエートなどが挙げられる。
これらの中では、不飽和ジカルボン酸またはその酸無水物が好ましく、特にマレイン酸、
ナジック酸TMまたはこれらの酸無水物が好ましい。
【００４２】
　なお、エチレン・α－オレフィン共重合体（例えばエチレン・α－オレフィン共重合体
（Ａ－ｉ－ａ））にグラフトされる不飽和カルボン酸等のグラフト位置は、特に限定され
ことはなく、不飽和カルボン酸等は、エチレン・α－オレフィン共重合体の任意の炭素原
子に結合していればよい。
【００４３】
　上記エチレン・α－オレフィン共重合体の不飽和カルボン酸等によるグラフト変性は、
従来公知のグラフト重合方法を用いて行なうことができる。たとえば上記エチレン・α－
オレフィン共重合体を溶融させて不飽和カルボン酸等を添加してグラフト重合を行なう方
法、上記エチレン・α－オレフィン共重合体を溶媒に溶解させて不飽和カルボン酸等を添
加してグラフト重合を行なう方法がある。
【００４４】
　これらの方法において、ラジカル開始剤の存在下にグラフト重合を行なうと、上記不飽
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和カルボン酸等のグラフトモノマーを効率よくグラフト重合させることができる。この場
合、ラジカル開始剤は、上記エチレン・α－オレフィン共重合体１００重量部に対して、
通常は０．００１～２重量部の量で用いられる。
【００４５】
　このようなラジカル開始剤としては、有機ペルオキシド、アゾ化合物などが用いられる
。このようなラジカル開始剤としては、具体的には、
　ベンゾイルペルオキシド、ジクロルベンゾイルペルオキシド、ジクミルペルオキシド、
ジ-t-ブチルペルオキシド、2,5-ジメチル-2,5-ジ（ペルオキシドベンゾエート）ヘキシン
-3、1,4-ビス（t-ブチルペルオキシイソプロピル）ベンゼン、ラウロイルペルオキシド、
t-ブチルペルアセテート、2,5-ジメチル-2,5-ジ-（t-ブチルペルオキシド）ヘキシン-3、
2,5-ジメチル-2,5-ジ（t-ブチルペルオキシド）ヘキサン、t-ブチルペルベンゾエート、t
-ブチルペルフェニルアセテート、t-ブチルペルイソブチレート、t-ブチルペル-sec-オク
トエート、t-ブチルペルピバレート、クミルペルピバレート、t-ブチルペルジエチルアセ
テート；アゾビスイソブチロニトリル、ジメチルアゾイソブチレートなどが挙げられる。
【００４６】
　これらのうちでは、ジクミルペルオキシド、ジ-t-ブチルペルオキシド、2,5-ジメチル-
2,5-ジ（t-ブチルペルオキシ）ヘキシン-3、2,5-ジメチル-2,5-ジ（t-ブチルペルオキシ
）ヘキサン、1,4-ビス（t-ブチルペルオキシイソプロピル）ベンゼンなどのジアルキルペ
ルオキシドが好ましく用いられる。
【００４７】
　上記のようなラジカル開始剤を使用したグラフト重合反応、あるいはラジカル開始剤を
使用せずに行なうグラフト重合反応の反応温度は、通常６０～３５０℃、好ましくは１５
０～３００℃の範囲内に設定される。
【００４８】
　このような共重合体（Ａ－ｉ）の引っ張り弾性率は、重合体（Ａ）について述べたとお
りであるが、０．１～４０ＭＰａ、好ましくは１～４０ＭＰａである場合にはより効果が
顕著である。
【００４９】
　〔プロピレン由来の構成単位とプロピレン以外の炭素数２～２０のα－オレフィン由来
の構成単位とを有する共重合体（Ａ－ii）〕
　本発明で用いられるプロピレン由来の構成単位とプロピレン以外の炭素数２～２０のα
－オレフィン由来の構成単位とを有する共重合体（Ａ－ii）（以下共重合体（Ａ－ｉｉ）
と呼ぶことがある）は、プロピレンとプロピレン以外の炭素原子数２～２０のα－オレフ
ィンとを共重合させて得られるプロピレン・α－オレフィン共重合体（Ａ－ii－ａ）、ま
たは、プロピレン・α－オレフィン共重合体（例えば共重合体（Ａ－ii－ａ））に不飽和
カルボン酸またはその誘導体をグラフトした変性プロピレン・α－オレフィン共重合体（
Ａ－ii－ｂ）であって、前記引っ張り弾性率（ＹＭ；ASTM D-６３８）が上記範囲にある
。
【００５０】
　プロピレンと共重合させるプロピレン以外の炭素原子数２～２０のα－オレフィンとし
ては、具体的には、エチレン、1-ブテン、1-ペンテン、1-ヘキセン、1-ヘプテン、1-オク
テン、1-ノネン、1-デセン、1-ウンデセン、1-ドデセン、1-ヘキサデセン、1-オクタデセ
ン、1-ノナデセン、1-エイコセン、4-メチル-1- ペンテンなどが挙げられる。これらのα
－オレフィンは、単独で、あるいは２種以上組み合わせて用いられる。
【００５１】
　プロピレン・α－オレフィン共重合体（Ａ－ii－ａ）は、プロピレンから導かれる構成
単位を５０～９５モル％の量で、プロピレン以外の炭素原子数２～２０のα－オレフィン
から導かれる構成単位を５～５０モル％の量（ここでプロピレン由来の構成単位とプロピ
レン以外の炭素数２～２０のα－オレフィン由来の構成単位との合計を１００モル％とす
る）で含有していることが望ましい。
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【００５２】
　プロピレン・α－オレフィン共重合体（Ａ－ii－ａ）の組成は、通常１０ｍｍφの試料
管中で約２００ｍｇのプロピレン・α－オレフィン共重合体を１ｍｌのヘキサクロロブタ
ジエンに均一に溶解させた試料の13Ｃ－ＮＭＲスペクトルを、測定温度１２０℃、測定周
波数２５．０５ＭＨｚ、スペクトル幅１５００Ｈｚ、パルス繰返し時間４．２sec.、パル
ス幅６μsec.の条件下で測定して決定される。
【００５３】
　本発明で用いられるプロピレン・α－オレフィン共重合体（Ａ－ii－ａ）は、密度(AST
M D 1505)が好ましくは０．８５０～０．９０５ｇ／ｃｍ3、より好ましくは０．８５０～
０．８８５ｇ／ｃｍ3であることが望ましい。また、プロピレン・α－オレフィン共重合
体（ii－ａ）は、メルトフローレート（ＭＦＲ；ASTM D 1238，230℃、荷重2.16kg）が好
ましくは０．０１～４００ｇ／１０分、より好ましくは０．０１～２００ｇ／１０分、さ
らに好ましくは０．１～７０ｇ／１０分の範囲内にあることが望ましい。
【００５４】
　また、プロピレン・α－オレフィン共重合体（Ａ－ii－ａ）について、ＤＳＣ（示差熱
重量分析）で測定した融点（Ｔｍ）は特に制限はないが、ＤＳＣで測定した融点（Ｔｍ）
が１００℃以下であるかまたは融点が観測されないものがより好ましく、上記融点（Ｔｍ
）が７０℃以下であるかまたは融点が観測されないものがより好ましく、上記融点が観測
されないものが特に好ましい。融点（Ｔｍ）に関して上記性質を満たすと、本発明によっ
て得られるブロッキング抑制効果が顕著である。融点（Ｔｍ）は、ＤＳＣの吸熱曲線を求
め、最大ピーク位置の温度とする。融点が観測されないことの定義およびＤＳＣの吸熱曲
線の測定方法は、エチレン・α－オレフィン共重合体（Ａ－ｉ－ａ）の場合と同じである
。
【００５５】
　さらに、ポリプロピレンの立体規則性は、シンジオタクティック、アイソタクティック
、アタクティックのいずれでもよい。
【００５６】
　プロピレン・α－オレフィン共重合体（Ａ－ii－ａ）としては、具体的には、プロピレ
ン・エチレン共重合体、プロピレン・1-ブテン共重合体、プロピレン・エチレン・1-ブテ
ン共重合体、プロピレン・エチレン・1-オクテン共重合体などが挙げられる。これらの共
重合体は、２種以上併用してもよい。
【００５７】
　上記のようなプロピレン・α－オレフィン共重合体（Ａ－ii－ａ）は、バナジウム系触
媒、チタン系触媒またはメタロセン系触媒などを用いる従来公知の方法により製造するこ
とができる。
【００５８】
　また、変性プロピレン・α－オレフィン共重合体（Ａ－ii－ｂ）は、プロピレン・α－
オレフィン共重合体（例えばプロピレン・α－オレフィン共重合体（Ａ－ii－ａ））に不
飽和カルボン酸またはその誘導体（以下、不飽和カルボン酸等と称する）をグラフトした
重合体である。
【００５９】
　この変性プロピレン・α－オレフィン共重合体（Ａ－ii－ｂ）の製造の際に用いられる
不飽和カルボン酸等は、変性エチレン・α－オレフィン共重合体（Ａ－ｉ－ｂ）の製造の
際に用いられる不飽和カルボン酸等と同じ化合物である。
【００６０】
　変性プロピレン・α－オレフィン共重合体（Ａ－ii－ｂ）における不飽和カルボン酸等
のグラフト量は、グラフト変性前のプロピレン・α－オレフィン共重合体１００重量％に
対して、０．０１～３０重量％、好ましくは０．０１～１０重量％、さらに好ましくは０
．１～２重量％の範囲である。
【００６１】
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　なお、プロピレン・α－オレフィン共重合体にグラフトされる不飽和カルボン酸等のグ
ラフト位置は、特に限定されことはなく、不飽和カルボン酸等は、プロピレン・α－オレ
フィン共重合体の任意の炭素原子に結合していればよい。
【００６２】
　上記プロピレン・α－オレフィン共重合体の不飽和カルボン酸等によるグラフト変性は
、前記（Ａ－ｉ－ｂ）の製造方法と同様にして行うことができる。
【００６３】
　このような共重合体（Ａ－ｉｉ）の引っ張り弾性率は、重合体（Ａ）について述べたと
おりであるが、０．１～４０ＭＰａである場合が好ましく、０．１～２０ＭＰａであるこ
とが更に好ましく、特に０．１～１０ＭＰａであることが好ましく、中でも１～１０ＭＰ
ａであることが好ましい。この範囲にある場合にはより本発明の効果が顕著である。
【００６４】
　〔エチレン由来の構成単位と炭素数３～２０のαオレフィン由来の構成単位と、共役ポ
リエンおよび／又は非共役ポリエン由来の構成単位とを有する共重合体（Ａ－iii）〕
　本発明で用いられるエチレン由来の構成単位と炭素数３～２０のαオレフィン由来の構
成単位と、共役ポリエンおよび／又は非共役ポリエン由来の構成単位とを有する共重合体
（Ａ－iii）（以下共重合体（Ａ－iii）と呼ぶことがある）は、エチレンと、炭素原子数
３～２０のα－オレフィンと、共役ジエン単量体および／または非共役ポリエン単量体と
をランダム共重合させて得られる共重合体（Ａ－iii－ａ）、または、エチレンと、炭素
原子数３～２０のα－オレフィンと、共役ジエン単量体および／または非共役ポリエン単
量体とをランダム共重合させて得られる共重合体（例えば共重合体（Ａ－iii－ａ）に不
飽和カルボン酸またはその誘導体をグラフトした共重合体（Ａ－iii－ｂ）（以下変性共
重合体（Ａ－ｉｉｉ－ｂ）と呼ぶことがある）であって、引っ張り弾性率（ＹＭ；ASTM D
-６３８）が上記範囲にある。
【００６５】
　上記α－オレフィンとしては、炭素原子数が３～２０の範囲にあれば特に限定されず、
直鎖状であっても、分岐を有していてもよい。
【００６６】
　このようなα－オレフィンとしては、具体的には、プロピレン、1-ブテン、1-ペンテン
、1-ヘキセン、3-メチル-1- ブテン、3-メチル-1- ペンテン、3-エチル-1- ペンテン、4-
メチル-1- ペンテン、4-メチル-1- ヘキセン、4,4-ジメチル-1- ヘキセン、4,4-ジメチル
-1- ペンテン、4-エチル-1- ヘキセン、3-エチル-1- ヘキセン、1-ヘプテン、1-オクテン
、1-ノネン、1-デセン、1-ウンデセン、1-ドデセン、1-テトラデセン、1-ペンタデセン、
1-ヘキサデセン、1-ヘプタデセン、1-オクタデセン、1-ノナデセン、1-エイコセン、9-メ
チル-1- デセン、11- メチル-1- ドデセン、12- エチル-1- テトラデセンなどが挙げられ
る。これら中でも、プロピレン、1-ブテン、1-ヘキセン、1-オクテン、1-デセンが好まし
く用いられる。
【００６７】
　これらのα－オレフィンは、単独で、あるいは２種以上み合わせて用いることができる
。
【００６８】
　上記共役ジエン単量体は、下記の式で表わされる。
【００６９】
【化１】

【００７０】
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　上記式において、Ｒ1、Ｒ2は、それぞれ独立に水素原子、炭素原子数が１～８のアルキ
ル基あるいはアリール基であり、Ｒ1とＲ2の少なくとも一方は水素原子である。
【００７１】
　このような共役ジエン単量体としては、具体的には、1,3-ブタジエン、1,3-ペンタジエ
ン、1,3-ヘキサジエン、1,3-ヘプタジエン、1,3-オクタジエン、1-フェニル-1,3- ブタジ
エン、1-フェニル-2,4- ペンタジエン、イソプレン、2-エチル-1,3- ブタジエン、2-プロ
ピル-1,3- ブタジエン、2-ブチル-1,3- ブタジエン、2-ペンチル-1,3- ブタジエン、2-ヘ
キシル-1,3- ブタジエン、2-ヘプチル-1,3-ブタジエン、2-オクチル-1,3- ブタジエン、2
-フェニル-1,3- ブタジエン等が挙げられる。これらのうちでは、1,3-ブタジエン、イソ
プレンが共重合性に優れる点で特に好ましい。共役ジエン単量体は、単独であるいは２種
以上み合わせて用いることができる。
【００７２】
　また、上記非共役ポリエン単量体としては、具体的には、ジシクロペンタジエン、1,4-
ヘキサジエン、シクロオクタジエン、メチレンノルボルネン、エチリデンノルボルネン、
4,8-ジメチル-1,4,8-デカトリエン、4,8-ジメチル-1,4,9-デカトリエン、4,9-ジメチル-1
,4,9-デカトリエン、5,8-ジメチル-1,4,9-デカトリエン、5,9-ジメチル-1,4,9-デカトリ
エン、5-ビニル-1,6-オクタジエンなどが挙げられる。好ましい非共役ポリエン単量体と
しては、脂肪族ポリエン化合物が挙げられる。
【００７３】
　共重合体（Ａ－iii－ａ）は、エチレンから導かれる構成単位と、炭素原子数が３～２
０のα－オレフィンから導かれる構成単位と、（非）共役ポリエン単量体から導かれる構
成単位とが、それぞれランダムに配列して結合し、（非）共役ポリエン単量体に起因する
２重結合構造を有するとともに、主鎖は、実質的に線状構造となっている。
【００７４】
　この共重合体（Ａ－iii－ａ）が実質的に線状構造を有しており実質的にゲル状架橋重
合体を含有しないことは、この共重合体が有機溶媒に溶解し、不溶分を実質的に含まない
ことにより確認することができる。たとえば極限粘度［η］を測定する際に、該共重合体
が１３５℃のデカリンに完全に溶解することにより確認することができる。
【００７５】
　本発明で用いられる共重合体（Ａ－iii－ａ）は、エチレンから導かれる構成単位と、
炭素原子数３～２０のα－オレフィンから導かれる構成単位とのモル比（エチレン／α－
オレフィン）が好ましくは９９／１～４０／６０、より好ましくは９５／５～５０／５０
、さらに好ましくは９０／１０～５５／４５の範囲にある。また、エチレンから導かれる
構成単位とα－オレフィンから導かれる構成単位と共役ジエンおよび／または非共役ポリ
エンから導かれる構成単位との合計を１００モル％とした場合に、共役ジエンと非共役ポ
リエンから導かれる構成単位の合計が好ましくは０．１～３０モル％、より好ましくは０
．２～２０モル％である。
【００７６】
　本発明で用いられる共重合体（Ａ－iii－ａ）は、密度(ASTM D 1505)が好ましくは０．
８５５～０．８８０ｇ／ｃｍ3、より好ましくは０．８５５～０．８７５ｇ／ｃｍ3であっ
て、ムーニー粘度（ＭＬ1+4(100℃)）が好ましくは１～１５０、より好ましくは５～１３
０の範囲内にあることが望ましい。
【００７７】
　共重合体（Ａ－iii－ａ）は、１３５℃デカリン中で測定した極限粘度［η］が通常０
．１～１０ｄｌ／ｇ、好ましくは１．０～７．０ｄｌ／ｇの範囲にあることが望ましい。
極限粘度［η］は、不飽和性オレフィン系共重合体（iii）の分子量の尺度である。
【００７８】
　また、共重合体（Ａ－iii－ａ）について、ＤＳＣ（示差熱重量分析）で測定した融点
（Ｔｍ）は特に制限はないが、ＤＳＣで測定した融点（Ｔｍ）が１００℃以下であるかま
たは融点が観測されないものがより好ましく、上記融点（Ｔｍ）が７０℃以下であるかま
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たは融点が観測されないものがより好ましく、上記融点が観測されないものが特に好まし
い。融点（Ｔｍ）に関して上記性質を満たすと、本発明によって得られるブロッキング抑
制効果が顕著である。融点（Ｔｍ）は、ＤＳＣの吸熱曲線を求め、最大ピーク位置の温度
とする。融点が観測されないことの定義およびＤＳＣの吸熱曲線の測定方法は、エチレン
・α－オレフィン共重合体（Ａ－ｉ－ａ）の場合と同じである。
【００７９】
　さらに、ポリプロピレンの立体規則性は、シンジオタクティック、アイソタクティック
、アタクティックのいずれでもよい。
【００８０】
　また共重合体（Ａ－iii－ａ）は、ヨウ素価が通常１～５０、好ましくは３～５０、よ
り好ましくは５～４０の範囲にあることが望ましい。
【００８１】
　本発明では、共重合体（Ａ－iii－ａ）は、各構成単位のモル比、極限粘度［η］およ
びヨウ素価のうち、少なくとも１つが上記範囲内にあることが好ましく、２つ以上が上記
範囲内にあることがより好ましく、各構成単位のモル比、極限粘度［η］およびヨウ素価
のすべてが上記範囲内にあることが特に好ましい。
【００８２】
　さらに、ＧＰＣにより測定したＭｗ／Ｍｎの値は、３以下であることが好ましい。
【００８３】
　共重合体（Ａ－iii－ａ）のＭｗ／Ｍｎは、ＧＰＣ（ゲルパーミエーションクロマトグ
ラフィー）を用い、オルトジクロロベンゼン溶媒で、１４０℃で測定した。
【００８４】
　本発明で用いられる共重合体（Ａ－iii－ａ）は、いわゆる油展ゴム、すなわち従来公
知の鉱物油系軟化剤等の軟化剤を油展したゴムであってもよい。
【００８５】
　本発明で用いられる共重合体（Ａ－iii－ａ）としては、具体的には、エチレン・プロ
ピレン・1,3-ブタジエン共重合体、エチレン・プロピレン・イソプレン共重合体、エチレ
ン・プロピレン・5-エチリデン-2- ノルボルネン共重合体ゴム等のＥＰＤＭ、油展エチレ
ン・プロピレン・1,3-ブタジエン共重合体、油展エチレン・プロピレン・イソプレン共重
合体、油展エチレン・プロピレン・5-エチリデン-2- ノルボルネン共重合体ゴム等の油展
ＥＰＤＭなどが挙げられる。
【００８６】
　上記のような共重合体（Ａ－iii－ａ）は、エチレンと炭素原子数３～２０のα－オレ
フィンと上記一般式で表わされる共役ジエン単量体および／または非共役ポリエンとを、
従来公知のバナジウム系またはメタロセン系触媒の存在下に共重合、好ましくはランダム
共重合させて得られる。
【００８７】
　本発明で用いられる共重合体（Ａ－iii－ａ）の製造方法およびその製造方法で用いら
れるメタロセン系触媒の詳細は、特開平１１－２２８７４３号公報に記載されている。
【００８８】
　また、変性共重合体（Ａ－iii－ｂ）は、エチレンと、炭素原子数３～２０のα－オレ
フィンと、共役ジエン単量体および／または非共役ポリエン単量体とをランダム共重合さ
せて得られる共重合体（例えば共重合体（Ａ－iii－ａ））に不飽和カルボン酸またはそ
の誘導体（以下、不飽和カルボン酸等と称する）をグラフトした重合体である。
【００８９】
　この変性共重合体（Ａ－iii－ｂ）を製造する際に用いられる不飽和カルボン酸等は、
変性エチレン・α－オレフィン共重合体（Ａ－ｉ－ｂ）の製造の際に用いられる不飽和カ
ルボン酸等と同じ化合物である。
【００９０】
　変性共重合体（Ａ－iii－ｂ）における不飽和カルボン酸等のグラフト量は、グラフト
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変性前の不飽和性オレフィン系共重合体（iii－ａ）１００重量％に対して、０．０１～
３０重量％、好ましく０．０１～１０重量％、さらに好ましくは０．１～２重量％の範囲
である。
【００９１】
　なお、エチレンと、炭素原子数３～２０のα－オレフィンと、共役ジエン単量体および
／または非共役ポリエン単量体とをランダム共重合させて得られる共重合体にグラフトさ
れる不飽和カルボン酸等のグラフト位置は、特に限定されことはなく、不飽和カルボン酸
等は、エチレンと、炭素原子数３～２０のα－オレフィンと、共役ジエン単量体および／
または非共役ポリエン単量体とをランダム共重合させて得られる共重合体の任意の炭素原
子に結合していればよい。
【００９２】
　上記不飽和カルボン酸等によるグラフト変性は、前記（ｉ－ｂ）の製造方法と同様の方
法にて製造することができる。
【００９３】
　このような共重合体（Ａ－ｉｉｉ）の引っ張り弾性率は、重合体（Ａ）について述べた
とおりであるが、０．１～４０ＭＰａである場合がより好ましく、さらに１～４０ＭＰａ
が好ましい。この場合にはより効果が顕著である。
【００９４】
　〔エチレン由来の構成単位と酢酸ビニル由来の構成単位とを有する共重合体（Ａ－iv）
〕
　本発明で用いられるエチレン由来の構成単位と酢酸ビニル由来の構成単位とを有する共
重合体（Ａ－iv）（以下共重合体（Ａ－ｉｖ）と言うことがある）は、エチレンと酢酸ビ
ニルとを共重合させて得られるエチレン・酢酸ビニル共重合体（Ａ－iv－ａ）、または、
エチレン・酢酸ビニル共重合体（例えば共重合体（Ａ－iv－ａ））に不飽和カルボン酸ま
たはその誘導体をグラフトした変性エチレン・酢酸ビニル共重合体（Ａ－iv－ｂ）であっ
て、引っ張り弾性率（ＹＭ；ASTM D-６３８－０３に記載の方法により測定される初期弾
性率）が上記範囲にある。
【００９５】
　本発明で用いられるエチレン・酢酸ビニル共重合体（Ａ－iv－ａ）は、酢酸ビニル含有
量が好ましくは５～４０重量％、より好ましくは１０～３５重量％の範囲にあることが望
ましい。
【００９６】
　また、エチレン・酢酸ビニル共重合体（Ａ－iv－ａ）は、ＤＳＣで測定した融点（Ｔｍ
）が好ましくは１００℃以下であるかまたは融点が観測されないものが好ましく、より好
ましくは６３℃以下であるかまたは融点が観測されないものである。融点（Ｔｍ）に関し
て上記性質を満たすと、本発明によって得られるブロッキング抑制効果が顕著である。融
点（Ｔｍ）は、ＤＳＣの吸熱曲線を求め、最大ピーク位置の温度とする。融点が観測され
ないことの定義、およびＤＳＣ吸熱曲線の測定方法は、（Ａ－ｉ－ａ）の場合と同じであ
る。
【００９７】
　また、このエチレン・酢酸ビニル共重合体（Ａ－iv－ａ）は、一般に、メルトフローレ
ート（ASTM D 1238，190℃、荷重2.16kg）が通常０．１～５０ｇ／１０分、好ましくは０
．３～３０ｇ／１０分の範囲内にある。
【００９８】
　また、変性エチレン・酢酸ビニル共重合体（Ａ－iv－ｂ）は、エチレン・酢酸ビニル共
重合体（例えばエチレン・酢酸ビニル共重合体（Ａ－iv－ａ））に不飽和カルボン酸また
はその誘導体（以下、不飽和カルボン酸等と称する）をグラフトした重合体である。
【００９９】
　この変性エチレン・酢酸ビニル共重合体（Ａ－iv－ｂ）の製造の際に用いられる不飽和
カルボン酸等は、変性エチレン・α－オレフィン共重合体（Ａ－ｉ－ｂ）の製造の際に用
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いられる不飽和カルボン酸等と同じ化合物である。
【０１００】
　変性エチレン・酢酸ビニル共重合体（Ａ－iv－ｂ）における不飽和カルボン酸等のグラ
フト量は、グラフト変性前のエチレン・酢酸ビニル共重合体（例えばエチレン・酢酸ビニ
ル共重合体（Ａ－iv－ａ））１００重量％に対して、０．０１～３０重量％、好ましくは
０．ｌ～１０重量％、さらに好ましくは０．１～２重量％の範囲である。
【０１０１】
　なお、エチレン・酢酸ビニル共重合体にグラフトされる不飽和カルボン酸等のグラフト
位置は、特に限定されことはなく、不飽和カルボン酸等は、エチレン・酢酸ビニル共重合
体の任意の炭素原子に結合していればよい。
【０１０２】
　上記エチレン・酢酸ビニル共重合体の不飽和カルボン酸等によるグラフト変性は、前記
（Ａ－ｉ－ｂ）の製造方法と同様の方法により製造することができる。
【０１０３】
　このような共重合体（Ａ－ｉｖ）の引っ張り弾性率は、重合体（Ａ）について述べたと
おりであるが、０．１～４０ＭＰａである場合が好ましく、０．１～２０ＭＰａであるこ
とがより好ましく、０．１～１０ＭＰａであることがさらに好ましく、中でも１～１０Ｍ
Ｐａであることがより好ましい。引っ張り弾性率がこの範囲にある場合にはより効果が顕
著である。
【０１０４】
　〔芳香族ビニル化合物由来の構成単位と共役ジエン由来の構成単位とを有する共重合ゴ
ム（ただし構成単位の一部または全部が水素化されていても良い）（Ａ－v）〕
　芳香族ビニル化合物由来の構成単位と共役ジエン由来の構成単位とを有する共重合ゴム
（ただし構成単位の一部または全部が水素化されていても良い）（Ａ－ｖ）（以下共重合
ゴム（Ａ－ｖ）と呼ぶことがある）は、芳香族ビニル化合物（例えばスチレンが挙げられ
る。以下において同じ。）・ブタジエン共重合体ブロックセグメントからなる水添ジエン
系重合体、ポリイソプレンブロックセグメントと芳香族ビニル化合物・イソプレン共重合
体ブロックセグメントとからなる水添ジエン系重合体、芳香族ビニル化合物を主体とする
重合体ブロックと共役ジエン化合物を主体とする重合体ブロックとからなるブロック共重
合体、芳香族ビニル化合物を主体とする重合体ブロックと共役ジエン化合物を主体とする
重合体ブロックとからなるブロック共重合体の水素添加物、および芳香族ビニル化合物と
共役ジエン化合物とのランダム共重合体の水素添加物（以下これらを総称して共重合体（
Ａ－v－ａ）と呼ぶことがある）等の芳香族ビニル化合物・共役ジエン共重合体またはそ
の水素添加物であるか、または、
　前記したような構成単位を有する共重合体（例えば共重合体（Ａ－v－ａ））に不飽和
カルボン酸またはその誘導体をグラフトした変性芳香族ビニル化合物・共役ジエン共重合
ゴム及びその水素化物（Ａ－v－ｂ）（以下変性共重合体（Ａ－ｖ－ｂ）と呼ぶことがあ
る）等の公知のものであって、引っ張り弾性率（ＹＭ；ASTM D-６３８－０３に記載の方
法により測定される初期弾性率）が上記範囲にある。このような共重合体（Ａ－v）は、
単独で用いても、２種以上を組み合わせて用いてもよい。
【０１０５】
　また、芳香族ビニル化合物由来の構成単位と共役ジエン由来の構成単位とを有する共重
合ゴム（ただし構成単位の一部または全部が水素化されていても良い）（Ａ－v）は、ビ
カット軟化点（ＡＳＴＭ Ｄ１５２５）が１１０℃以下、より好ましくは６３℃以下であ
るか、または、ビカット軟化点が観測されないものが望ましい。
【０１０６】
　本発明で用いられる芳香族ビニル化合物・共役ジエン共重合ゴム及びその水素化物（Ａ
－v－ａ）（共重合体Ａ－ｖ－ａ）は、芳香族ビニル化合物（例えばスチレン）含有量が
好ましくは５～８０重量％、より好ましくは１０～５０重量％の範囲にあることが望まし
い。また、この共重合体（Ａ－v－ａ）は、一般に、メルトフローレート（ASTM D 1238，
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230℃、荷重2.16kg）が通常０．１～２００ｇ／１０分、好ましくは０．５～７０ｇ／１
０分の範囲内にある。
【０１０７】
　また、変性芳香族ビニル化合物・共役ジエン共重合ゴム及びその水素化物（Ａ－v－ｂ
）は、芳香族ビニル化合物・共役ジエン共重合ゴム及びその水素化物（例えば共重合体（
Ａ－v－ａ）に不飽和カルボン酸またはその誘導体（以下、不飽和カルボン酸等と称する
）をグラフトした重合体である。
【０１０８】
　この芳香族ビニル化合物・共役ジエン共重合ゴム及びその水素化物（Ａ－v－ｂ）の製
造の際に用いられる不飽和カルボン酸等は、変性エチレン・α－オレフィン共重合体（Ａ
－ｉ－ｂ）の製造の際に用いられる不飽和カルボン酸等と同じ化合物であり、前記（Ａ－
ｉ－ｂ）の製造方法と同様の方法により製造することができる。
【０１０９】
　このような共重合体（Ａ－ｖ）の引っ張り弾性率は、重合体（Ａ）について述べたとお
りであるが、０．１～４０ＭＰａである場合が好ましく、０．１～２０ＭＰａであること
がより好ましく、０．１～１０ＭＰａであることがさらに好ましく、中でも１～１０ＭＰ
ａであることがより好ましい。引っ張り弾性率がこの範囲にある場合にはより効果が顕著
である。
【０１１０】
　これらの重合体（Ａ－ｉ）～（Ａ－ｖ）のうちで、本発明によって得られるブロッキン
グ抑制効果が顕著であるため、２種以上の炭素数２～２０のα－オレフィン由来の構成単
位を含む共重合体が好ましく、具体的には、上記共重合体（Ａ－ｉ）および（Ａ－ii）が
特に好適に用いられ、共重合体（Ａ－ｉ）が特に好ましい。
【０１１１】
　本発明のペレットに含まれる重合体としては上記のように引っ張り弾性率（ＡＳＴＭ－
Ｄ－６３８－０３記載の方法により測定される初期弾性率）が１００ＭＰａ以下の重合体
（Ａ）のみであってもよい。また、引張弾性率（ＡＳＴＭ－Ｄ－６３８－０３記載の方法
により測定される初期弾性率）が重合体（Ａ）の要件よりも大きい値を示す熱可塑性樹脂
、好ましくは引っ張り弾性率が１００ＭＰａよりも大きく、より好ましくは１５０ＭＰａ
よりも大きく、１７００ＭＰａ以下である熱可塑性樹脂（ｘ）を、ペレットに含まれる（
Ａ）＋（ｘ）の合計１００重量％に対して３５重量％以下、好ましくは３０重量%以下、
より好ましくは２０重量％以下の量ブレンドした組成物であっても良い。
【０１１２】
　（ｘ）としては、特に制限はないが例えばポリオレフィンを好ましく挙げることができ
る。ポリオレフィンとしては炭素数２～２０のαオレフィンの重合体または共重合体を挙
げることができ、好ましくはエチレン単独重合体、エチレンと炭素数３～２０のα－オレ
フィンとの共重合体、プロピレンとプロピレン以外の炭素数２～２０のα－オレフィンと
の共重合体である。この場合（ｘ）のＤＳＣで測定した融点には特に限定はないが、融点
が８０℃以上、好ましくは８１℃～１８０℃、より好ましくは１２１℃～１７０℃である
。なお融点の測定は、前記した（Ａ）成分の融点の測定と同じ方法で行うことができる。
【０１１３】
　またペレットには、上記重合体（Ａ）、任意成分である熱可塑性樹脂（ｘ）以外に、必
要に応じて結晶核剤、透明化剤、耐熱安定剤、紫外線安定剤、耐候性安定剤、発泡剤、防
曇剤、防錆剤、イオントラップ剤、難燃剤、難燃助剤、無機充填剤、有機顔料、無機顔料
等の通常用いられる添加剤を、通常の量添加することができる。特に添加量に制限はない
が、例えば好ましくは重合体(Ａ)、任意成分である熱可塑性樹脂（ｘ）の合計１００重量
部に対し、１０重量部以下、好ましくは５重量部以下、特に好ましくは１重量部以下であ
る。添加剤を使用する際の下限は特に無いが、例えば０．０００１重量部以上である。
【０１１４】
　またさらに重合体（Ａ）と任意に熱可塑性樹脂（ｘ）および添加剤が含まれていても良
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いペレットについて、粉体や液体を付着させない状態でプレス成形して測定したときの引
っ張り弾性率（ＡＳＴＭ－Ｄ－６３８－０３記載の方法により測定される初期弾性率）Ｙ
Ｍは好ましくは１００ＭＰａ以下、より好ましくは０．１～１００ＭＰａ、さらに好まし
くは０．１～４０ＭＰａ、特に好ましくは０．１～２０ＭＰａ、とりわけ好ましくは０．
１～１０ＭＰａであり、引っ張り弾性率の下限は、１ＭＰａ以上であることが特に好まし
い。
【０１１５】
　＜第一のペレットの集合物＞
　本発明に係る第一のペレットの集合物は、上記のような重合体を含むペレットの集合物
であって、さらに下記（１）～（３）を満たすことを特徴とする。すなわち、上記第一の
ペレットの集合物は、（Ｚ）引っ張り弾性率（ＡＳＴＭ　Ｄ－６３８－０３記載の方法に
よる初期弾性率）が１００ＭＰａ以下である重合体（Ａ）を含んでなるペレットの集合物
であって、さらに下記（１）～（３）を満たすことを特徴とする。ペレットの集合物とは
、複数のペレットの集合物ということができる。その集合物に属するペレットの量には、
特に制限はないが、例えば、後述のブロッキング性試験ができる量以上である、９５ｇ以
上である。上限は特にない。後述するように便宜上、包装等する都合から、例えば１５０
０ｋｇ以下ずつわけることができる。
【０１１６】
　（１）該ペレットの集合物において、平均３０粒重量が、０．８０～２．００ｇであり
、好ましくは、０．９０～１．８０ｇ、より好ましくは０．９５～１．８０、さらに好ま
しくは１．００～１．８０ｇである。すなわち、ペレットの集合物から、無作為に取った
ペレット３０粒の合計重量の平均値が上記範囲にある。
【０１１７】
　平均３０粒重量が上記範囲にあると、特に低温での耐ブロッキング性に優れる。
【０１１８】
　この平均３０粒重量は具体的には以下のようにして求める。ペレットの集合物から、無
作為に取った３０粒のペレットの合計重量を、小数点以下４桁以上の精度で測定可能な電
子天秤にて測定する。このような、無作為に３０粒のペレットを取り合計重量を測定する
という操作を合計３回行い、３回の測定値の平均値を得る。ここで、小数点以下３桁目を
四捨五入する。なお本測定は、実施例記載の方法によりペレットの集合物を洗浄した後に
その集合物から無作為にペレットを取って行う。
【０１１９】
　（２）ふるいわけ法により得られる該ペレットの集合物の粒度分布の指標であって、最
大の重量分率を示す画分における重量分率の値が、９０～１００％、好ましくは、９７～
１００％の範囲にある。
【０１２０】
　最大の重量分率を示す画分における重量分率の値が上記範囲にあると、特に低温での耐
ブロッキング性に優れる。
【０１２１】
　具体的には、下記のふるいわけ法によって、最大の重量分率を示す画分における重量分
率の値を求める。JIS Z8801に規定する、内径200mmφ、深さ45mmの標準篩であって、目開
きがそれぞれ11.2mm、9.5mm、8.00mm、6.70mm、5.60mm、4.75mm、4.00mm、3.35mm、2.80m
m、2.36mm、2.00mm、1.70mmである篩を、上からこの順序で、全自動ロータップ式篩分け
試験機「GRADEX2000」に取り付ける。次いで、最上段に取り付けた目開き１１．２ｍｍ篩
の上に、ペレットの集合物から無作為に取った50gのペレットを置き、３０秒間左回りに
篩を回し、次いで３０秒間右回りに篩を回す操作を合計１０分間繰り返す。「篩いを回す
」とは、篩う操作をするために、上述したように縦に並べて取り付けられた篩いを一斉に
水平方向に回転運動させることである。回す際の回転半径は３ｃｍで、回転速度は６０ｒ
ｐｍとする。その後、各篩上に分けられたペレット重量を測定し、各篩上のペレットの割
合を100分率で表す。これらのうち、最大の値が、最大の重量分率を示す画分における重
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量分率の値である。なお本測定は、実施例記載の方法によりペレットの集合物を洗浄した
後にその集合物から無作為にペレットを取って行う。なお、測定しようとするペレット同
士が、目視によりブロッキングしていると認められる場合は、ブロッキングしたペレット
を予め手でほぐして、目視でブロッキングしているペレットが認められない状態にした後
、該ペレットを最上段に取り付けた目開き１１．２ｍｍ篩の上に置いて篩い操作を開始す
る。
【０１２２】
　（３）該ペレットの集合物において、ペレットの長さと直径とのうち、大きい方の値を
Ｌ、小さい方の値をＤとして、無作為に抽出した２０粒のペレットについて得た平均値Ｌ

aveおよびＤaveから求められるＬave／Ｄaveの値が１．００～１．７０、好ましくは１．
０～１．５の範囲にある。なお本測定は、実施例記載の方法によりペレットの集合物を洗
浄した後にその集合物から無作為にペレットを取って行う。
【０１２３】
　Ｌave／Ｄaveが上記範囲にあると、低温での耐ブロッキング性が優れる。
【０１２４】
　このＬave／Ｄaveは具体的には以下のようにして求める。
【０１２５】
　ペレットの集合物から、無作為にペレット２０粒を取る。ペレット１粒をピンセットで
軽く抑えてから、JIS B　7507　一級品ノギスにより、ペレットの長さおよび直径を、０
．０５ｍｍ単位で、ペレットが変形しないように測定し、小数点第１位までの数値となる
ように四捨五入する。
【０１２６】
　例えばペレットを目視で観察し、ペレットが図１の上段に示すような楕円球の形である
か、これに近いと判断する場合は、該ペレットを楕円球とみなし以下のように測定する。
（１）当該図のようなＬと記載した矢印方向（楕円球の長径方向）において、寸法が最も
大きくなるように測定箇所を選び、当該箇所の寸法を「長さ」とする。
（２）当該図のような方向（楕円球の長径方向）と垂直な断面において、寸法（直径）が
最も大きくなるように測定箇所を選び、当該箇所の寸法を本発明でいう「直径」とする。
なお、（２）で、本発明でいう「直径」を求めるにあたっては、長径方向に測定箇所をず
らしたり、断面内で測定箇所をずらしたりすると、寸法の測定値が変わりうることを考慮
し、最も寸法が大きい部分を探す。
【０１２７】
　（１）で測定される値をＬ、（２）で測定される値をＤとする。
【０１２８】
　またペレットを目視で観察し、ペレットが図１の下段に示すような円柱形であるか、こ
れに近いと判断する場合は、該ペレットを円柱とみなし以下のように測定する。なお、円
柱形かどうかについては、円柱の底面に相当する部分があるかどうかが一つの判断基準で
ある。
（１）当該図のような高さ方向において、寸法が最も大きくなるように測定箇所を選び、
当該箇所の寸法を「長さ」とする。
（２）当該図のような高さ方向と垂直な断面において、寸法（直径）が最も大きくなるよ
うに測定箇所を選び、当該箇所の寸法を本発明でいう「直径」とする。
なお、（２）で、本発明でいう「直径」を求めるにあたっては、高さ方向に測定箇所をず
らしたり、断面内で測定箇所をずらしたりすると、寸法の測定値が変わりうることを考慮
し、最も寸法が大きい部分を探す。
【０１２９】
　（１）および（２）で測定される値のうち、大きい方を当該ペレットのＬ、小さい方を
当該ペレットのＤとする。
【０１３０】
　図１下段には、円柱とみなせる典型的な２つの場合について、Ｌ、Ｄの測定箇所を示す
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。
【０１３１】
　また、楕円球または円柱とみなせないときは、一般に、１個のペレット表面の２点を、
その間の直線距離が最も大きくなるようにとり、その直線距離を長さとする。この長さ方
向に垂直な断面において、最も寸法が大きい部分を探し、その寸法を測定し、これを直径
とする。この際にも、直径を求めるにあたっては、長径方向に測定箇所をずらしたり、断
面内で測定箇所をずらしたりすると、寸法の測定値が変わりうることを考慮し、最も寸法
が大きい部分を探す。
【０１３２】
　この場合は、長さをＬとし、直径をＤとする。
【０１３３】
　なお、ペレットとしては、円形のダイ穴から押出され、製造されたものが好ましい。
【０１３４】
　このようにして、２０粒すべてについてＬおよびＤを測定し、Ｌの平均値Ｌaveおよび
Ｄの平均値Ｄaveをそれぞれ求める。次いでこの比Ｌave／Ｄaveを計算する。
【０１３５】
　上記（１）～（３）を満たすと、ペレットの集合物は、包装体などとして高温、荷重下
で保管した後、これを寒冷地で保管、使用する際も、凝結が起こりにくく、耐ブロッキン
グ性に優れる。
【０１３６】
　また、ペレットの集合物のＤaveは、好ましくは３．０ｍｍ以上、より好ましくは３．
１ｍｍ～１０ｍｍ、特に好ましくは．３．３ｍｍ～６．０ｍｍである。この範囲であると
耐ブロッキング性にさらに優れる。
【０１３７】
　ペレットの集合物のＬaveは、好ましくは３．１ｍｍ～１１ｍｍ、より好ましくは３．
３ｍｍ～７．０ｍｍ、特に好ましくは３．３ｍｍ～６．０ｍｍである。ここで定義よりＬ

ave≧Ｄaveである。
【０１３８】
　上記特性を有する第一のペレットの集合物は、溶融状態にある上記重合体を押出機の先
端に備えられたダイスに形成された孔から押出し、該ダイスの前面に備えられたカッター
刃を回転させて、押出された上記重合体を切断して製造される。また、上記特性を有する
ペレットの集合物を得るためには、アンダーウォーターカット方式で切断することが好ま
しい。
【０１３９】
　また、上記（１）については、ダイス孔径、ダイス孔数および押出量の３つから主に決
まるダイス孔内での重合体の流速、及びカッター回転数から決まるカッターの周速を変化
させることで調節できる。また、ダイスの前面に備えられたカッター刃の枚数を変化させ
ることで調節してもよい。
【０１４０】
　ダイス孔径は、好ましくはは3-5mm、より好ましくは3-3.5mmである。適切なダイス穴径
及びダイス穴数は、目標とする押出量のときにダイス孔内での重合体の流速が0.4m/s以下
となるように設定する。また、カッター枚数及びカッター回転数は、カッター周速が5～1
5m/sの範囲内であり、かつ目標とする押出量のときに、ペレット30粒平均重量が上記範囲
になるようにダイス穴径・ダイス穴数から計算される数値にそれぞれ設定する。
【０１４１】
　上記（２）について、粒度分布を狭くする（すなわち、最大の重量分率を示す画分にお
ける重量分率の値を大きくする）ためには、ダイスとして、ダイス各孔間の温度ムラをな
くすことが出来るヒートチャンネルダイを用いればよい。
【０１４２】
　さらに粒度分布を狭くするためには、ヒートチャンネルダイを用いるとともに、カッタ
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ー刃の周速を５～１５ｍ／ｓ、ダイス孔内での重合体の流速を０．４ｍ／ｓ以下の範囲内
で調節することが好ましい。例えば後述する実施例１において、カッター周速を１５ｍ／
ｓに近づければ、上記重量分率の値はより低くなりまた、実施例１においてダイス孔内流
速が０．４ｍ／ｓに近づけば、上記重量分率の値はより低くなる。
【０１４３】
　上記（３）については、重合体の溶融粘度に応じて、カッター刃の周速を５～１５ｍ／
ｓ、ダイス孔内での重合体の流速を０．４ｍ／ｓ以下の範囲内で調節することが好ましい
。また、たとえば同じ重合体の流速の場合には、カッター刃の周速を大きくすれば、L/D
の平均値を１から遠ざけることができ、カッター刃の周速を小さくすれば、１に近づける
ことができる。
【０１４４】
　Ｄaveについては、（１）と同様にして制御でき、例えば実施例１において、カッター
刃の枚数を減らせば、Ｄaveを大きくできる。
【０１４５】
　また、上記ペレットの表面に粉体および／または液体が付着していることも好ましい。
すなわち、本発明に係る第一のペレットの集合物は、上記ペレットの表面に粉体および／
または液体を付着させて、上記ペレットの表面に粉体および／または液体が付着したペレ
ットの集合物とすることも好ましい。このように粉体および／または液体が付着している
ペレットまたはその集合物を、それぞれ粉体等付着ペレットまたはその集合物ともいう。
【０１４６】
　以下、本発明に用いられる粉体および液体について説明する。
【０１４７】
　〔粉体〕
　本発明で用いられる粉体は、平均粒径が通常５０μｍ以下、好ましくは０．１～５０μ
ｍ、より好ましくは１～３０μｍ、さらに好ましくは１～２５μｍの範囲内にある。平均
粒径は、レーザー回折法により求めることができ、例えば島津粒度分布測定器SALS-2000A
型で測定可能である。
【０１４８】
　本発明で好ましく用いられる粉体は、具体的には、無機粉末、有機粉末、脂肪酸もしく
は脂肪酸誘導体である。
【０１４９】
　無機粉末としては、具体的には、シリカ、シリカアルミナ、ケイ藻土、アルミナ、炭酸
カルシウム、酸化チタン、酸化マグネシウム、軽石粉、軽石バルーン、水酸化アルミニウ
ム、水酸化マグネシウム、水酸化ホウ素、塩基性炭酸マグネシウム、ドロマイト、硫酸カ
ルシウム、チタン酸カリウム、炭酸バリウム、硫酸バリウム、亜硫酸カルシウム、タルク
、クレー、マイカ、アスベスト、ケイ酸カルシウム、モンモリロナイト、ベントナイト、
グラファイト、アルミニウム粉、硫化モリブデンなどを挙げることができる。これらの無
機粉末は、単独で、または２種以上組み合わせて用いることができる。
【０１５０】
　有機粉末としては、具体的には、結晶性ポリオレフィンの粉末を挙げることが出来、例
えばポリエチレン、ポリプロピレンなどを好ましく挙げることができる。これらの有機粉
末は、単独で、または２種以上組み合わせて用いることができる。
【０１５１】
　本発明で好ましく用いられる脂肪酸は、通常、炭素原子数１２～３０の飽和または不飽
和の高級脂肪酸であり、具体的には、ラウリン酸、ミリスチン酸、パルミチン酸、マルガ
リン酸、ステアリン酸、ベヘニン酸、オレイン酸、リノレン酸、α- エレオステアリン酸
、β-エレオステアリン酸、α-リノレン酸などが挙げられる。中でも、ステアリン酸が好
ましい。
【０１５２】
　また、本発明で好ましく用いられる脂肪酸誘導体としては、上記高級脂肪酸の塩、具体
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的には、上記高級脂肪酸の金属塩、例えばナトリウム塩、カリウム塩、マグネシウム塩、
カルシウム塩、亜鉛塩、アルミニウム塩、鉄塩、リチウム塩などが挙げられる。中でも、
ステアリン酸塩が好ましい。また、高級脂肪酸誘導体として、高級脂肪酸アマイド、エス
テル等も挙げられる。中でも、ステアリン酸、エルカ酸、オレイン酸、イタコン酸、モン
タン酸のアマイド、エステルが好ましい。
【０１５３】
　上記のような脂肪酸または脂肪酸誘導体は、単独で、あるいは２種以上組み合わせ混合
物として用いることができる。
【０１５４】
　これらのうちでも、無機粉末、脂肪酸、脂肪酸誘導体が好ましく、シリカ、タルク、炭
酸カルシウム、雲母、脂肪酸、脂肪酸誘導体がより好ましく、タルク、脂肪酸金属塩がさ
らに好ましい。
【０１５５】
　〔液体〕
　本発明で用いられる液体は、２５℃における動粘度（JIS K-2283）が通常０．５～１０
０，０００ｃＳｔ、好ましくは１００～５，０００ｃＳｔ、より好ましくは２００～１，
０００ｃＳｔである。動粘度は、JIS K2283に規定されるキャノン・フェンスケ型粘度管N
o.400を用いて25℃での動粘度を測定できる。
【０１５６】
　このような液体としては、具体的には、ポリエーテルポリオール、脂肪族炭化水素油、
７～18個の炭素原子を有し、任意的にOH、CO2Hまたはエステルで置換されているアルカン
、７～18個の炭素原子を有し、任意的にOH、CO2Hまたはエステルで置換されているアルケ
ン、天然油、ナフテン油、パラフィン油、芳香族油、シリコーン油から選ばれる1つ以上
であることが好ましく、シリコーン油、炭素数２～２０のポリエーテルポリオール（エチ
レングリコールなど）、鉱油、炭素数７～１８のアルコールが特に好ましい。より好まし
くはシリコーン油である。炭素数７～１８のアルコールとしては、例えばラウリルアルコ
ール、ミリスチルアルコール、セチルアルコール、ステアリルアルコール等が挙げられる
。シリコーン油としては、具体的には、下記式で表わされる繰り返し単位を有するポリシ
ロキサン類などが挙げられる。
【０１５７】
【化２】

【０１５８】
　上記式において、ＲおよびＲ’は、それぞれ独立に、アルキル基、アリール基、または
これらの基の水素原子がハロゲン原子等により置換された基を表わす。ＲとＲ’は、同じ
基であってもよく、異なっていてもよい。また、Ｒ、Ｒ’の一部が水酸基、アルコキシ基
で置換されていてもよい。
【０１５９】
　上記アルキル基としては、具体的には、メチル基、エチル基、プロピル基、イソプロピ
ル基、n-ブチル基、s-ブチル基、t-ブチル基などが挙げられる。
【０１６０】
　上記アリール基としては、具体的には、フェニル基、トリル基などが挙げられる。
【０１６１】
　上記ハロゲン原子としては、具体的には、フッ素、塩素、臭素、ヨウ素の原子が挙げら
れる。
【０１６２】
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　上記アルコキシ基としては、具体的には、メトキシ基、エトキシ基、プロポキシ基、イ
ソプロポキシ基などが挙げられる。
【０１６３】
　このようなポリシロキサン類のうち、特にジメチルポリシロキサンが好ましく用いられ
る。
【０１６４】
　本発明では、上記のような液体を単独で、あるいは２種以上組み合わせ混合液として用
いることができる。
【０１６５】
　また、ペレット表面に付着している粉体の量（以下、単に粉体の付着量ともいう）は、
ペレット１００重量部（粉体付着前の重量）に対して、通常０．００５重量部～３重量部
、好ましくは０．００５重量部～２重量部であることが望ましい。
【０１６６】
　ペレット表面に付着している液体の量（以下、単に液体の付着量ともいう）は、ペレッ
ト１００重量部（液体付着前の重量）に対して、通常０．００５重量部～２重量部、好ま
しくは０．０１重量部～２重量部、より好ましくは０．０１重量部～１重量部、さらに好
ましくは０．０１重量部から０．５重量部であることが望ましい。
【０１６７】
　例えば、紛体は用いるが、液体は用いないと言う場合、粉体の付着量は、ペレット１０
０重量部に対して、０．０１重量部～２重量部であることが好ましい。
【０１６８】
　例えば紛体と液体とを用いる場合、粉体の付着量は、ペレット１００重量部（液体と粉
体とのいずれも付着していない状態の重量）に対して、０．０１重量部～０．５重量部の
量であることがさらに好ましく、０．０１重量部～０．３重量部の量付着していることが
特に好ましい。このとき、液体の付着量は、ペレット１００重量部に対して、０．０１重
量部～０．５重量部の量付着していることがより好ましく、０．０１重量部～０．０３重
量部であることが特に好ましい。この範囲であれば、耐ブロッキング性に優れており、し
かも、ペレットを成形体などに使用する際に物性に影響を与えることが少ないと考えられ
る。
【０１６９】
　例えば、上記液体のみを用いる場合には、ペレット１００重量部に対して、通常０．０
０５重量部～２重量部、好ましくは０．０１重量部～２重量部、より好ましくは０．０１
重量部～１重量部、さらに好ましくは０．０１重量部から０．５重量部であることが望ま
しい。
【０１７０】
　液体（Ｃ）の付着量は、例えばシリコンオイルの場合、予め検量線を作成した上で、蛍
光X線でSiを検出することで定量化できる。粉体（Ｂ）の付着量は、タルクなどの無機化
合物の場合、６００℃で有機物を焼くことで付着量を定量化可能できる。またステアリン
酸カルシウムの場合、予め検量線を作成した上で、蛍光X線でＣａを検出することで定量
化できる。
【０１７１】
　上記ペレット表面に、上記粉体および／または上記液体を付着させる方法としては、ペ
レットの集合物と粉体および／または液体とを機械的に混合してペレット表面に粉体およ
び／または液体を付着させることが好ましい。また、粉体および液体を付着させる方法と
しては、具体的には、
　（１）上記ペレットの集合物と上記液体とを通常の方法によって機械的に混合してペレ
ット表面に上記液体を付着させ、次いで、そのペレット表面に上記粉体をまぶして、上記
ペレット表面に、上記粉体および上記液体を付着させる方法、あるいは
　（２）いわゆるアンダーウォーターカット方式のペレタイザー付き押出機を用いてペレ
ット集合物を製造するにあたり、上記液体および従来公知の界面活性剤（たとえば石けん
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）を添加し上記液体を微分散させた水中に、押出機で溶融状態となった上記重合体を押し
出してペレット化することにより、そのペレット表面に上記液体を付着させ、次いで、そ
のペレット表面に、上記粉体をまぶして、上記ペレット表面に、上記粉体および上記液体
を付着させる方法がある。
【０１７２】
　このようにして、ペレットの表面を、粉体と液体とで被覆する。
【０１７３】
　〔耐ブロッキング性〕
　上記第一のペレットの集合物（特に上記粉体等付着ペレットの集合物である場合）は、
３５℃で荷重をかけ、２４時間経過後、－１０℃として７日間経過した後にブロッキング
力を測定する試験において、以下の方法によりブロッキング力を測定した場合、３５Ｎ以
下の値が得られる。この数値が小さいほど、ペレット同士が凝結しておらず、耐ブロッキ
ング性に優れることを表す。
【０１７４】
　上記ブロッキング力測定方法は以下のとおりである。縦210mm、横100mmの６号規格ポリ
袋に９５ｇのペレットを入れ、縦方向の長さが90mmとなるようにポリ袋入口を折り曲げて
、セロハンテープで固定する。このようにペレットを入れたサンプル袋を３袋用意する。
予め３５℃の環境温度としておいた試験室へ、コの字状の支柱（コの字支持板）を置いて
おく。このコの字支持板の内側に、袋を縦×横の面が床面に接するようにして置き、その
上に２袋を重ねて置く（図２参照）。サンプル袋の上に厚み７ｍｍの木板を乗せ、その上
に１０ｋｇの錘を載せる。この錘によりかかる力は、２５ｋｇ入りのペレットの包装体（
ペレットが包装された状態で縦７０ｃｍ、横４８ｃｍ、高さ１４ｃｍ）を、縦×横の面を
床面に接するようにして１１～１３個垂直方向（高さ方向）に重ね置きした際に、最下段
の包装体にかかる力に該当する。この状態は、計算によれば０．１１ｋｇ／ｃｍ2の荷重
がかかっている。錘をサンプル袋の上に乗せるとバランスが悪く倒れてしまうため、コの
字支柱で錘を支えるようにする。２４時間後にサンプル袋、木板、錘、コの字支持板の試
験器具一式を、そのまま予め－１０℃の環境温度としておいた別の試験室に移設する。移
設してから１週間経過後、サンプル袋の上の木板と錘を取り除き、ポリ袋を試験室から出
す。サンプル袋の３辺をカッターで切り開け、ポリ袋を剥いでから、サンプル中央部にプ
ッシュプルゲージ（日本電産シンポ（株）製FGC-5B型に押しアダプタφ12を取り付けたも
の）を押し当て、ペレットブロッキングを壊すのに必要な最大の力（ブロッキング力）を
測定する。３袋それぞれについてブロッキング力を測定し、これらの平均値を求める。本
発明のペレットの集合物においては、上記ブロッキング試験により測定したブロッキング
力は、好ましくは２５Ｎ～１Ｎであり、さらに好ましくは１５Ｎ～１Ｎである。
【０１７５】
　＜第一の包装体＞
　本発明に係る包装体は、上記第一のペレットの集合物が、１５～１５００ｋｇの量で、
容器に充填されてなる。上記容器は、プラスチック容器、プラスチック袋、紙袋、ダンボ
ール容器またはフレキシブルコンテナーであることが好ましい。
＜第２のペレットの集合物＞
　本発明の第２のペレットの集合物は、　以下の（Ｚ）、（４）を満たすことを特徴とす
る；
　（Ｚ）該ペレットが、引っ張り弾性率（ＡＳＴＭ　Ｄ－６３８－０３記載の方法による
初期弾性率）が１００ＭＰａ以下である重合体（Ａ）を含んでなること。
【０１７６】
　（４）該ペレットの集合物について、３５℃で荷重をかけ、２４時間経過後、－１０℃
として７日間経過した後にブロッキング力を測定する試験において、測定したブロッキン
グ力が３５Ｎ以下であること。
【０１７７】
　本発明の第２のペレットの集合物に用いられる重合体（Ａ）およびその好ましい態様は
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、前記第１のペレットの集合物に用いられる重合体（Ａ）と同じである。また任意成分で
ある熱可塑性樹脂（ｘ）や、必要に応じて用いられる添加剤などの、種類、存在量比、好
ましい態様なども全て前記第１のペレットの集合物と同じである。
【０１７８】
　上記重合体（Ａ）は、α－オレフィン由来の構成単位を有する重合体であることが好ま
しい。
【０１７９】
　上記α－オレフィン由来の構成単位を有する重合体は、２種以上のα－オレフィン由来
の構成単位を有する共重合体であることが好ましい。
【０１８０】
　上記２種以上のα－オレフィン由来の構成単位を有する共重合体は、（Ａ－ｉ）エチレ
ン由来の構成単位と炭素数３以上のα－オレフィン由来の構成単位とを有する共重合体で
あることが好ましい。
【０１８１】
　上記２種以上のα－オレフィン由来の構成単位を有する共重合体は、（Ａ－ｉｉ）プロ
ピレン由来の構成単位とプロピレン以外の炭素数２以上のα－オレフィン由来の構成単位
とを有する共重合体であることが好ましい。
【０１８２】
　本発明の第２のペレットの集合物において、（４）該ペレットの集合物について、３５
℃で荷重をかけ、２４時間経過後、－１０℃として７日間経過した後にブロッキング力を
測定する試験において、測定したブロッキング力が３５Ｎ以下である。好ましくは２５Ｎ
～１Ｎであり、さらに好ましくは１５Ｎ～１Ｎである。この数値が小さいほど、ペレット
同士が凝結しておらず、耐ブロッキング性に優れることを表す。この範囲であれば特に、
高温、荷重下で保管した後、これを寒冷地で保管、使用する際も、凝結が起こりにくい。
【０１８３】
　本発明の第２のペレットの集合物は、前記ペレットの表面に粉体および／または液体が
付着していることが好ましい。第二のペレットの集合物において、粉体および液体につい
ては、第一のペレットの集合物において記載した粉体および液体の説明（たとえば、物性
、種類、付着量、付着方法など）と同じであるため、記載を省略する。
【０１８４】
　また本発明の第２のペレットの集合物としては前記（Ｚ）、（４）を満たせば特に制限
はないが、例えば前記第１のペレットの集合物において説明した、（１）または（２）の
いずれかを満たすことがさらに好ましく、（１）および（２）を満たすことが特に好まし
い。
【０１８５】
　（１）該ペレットの集合物において、平均３０粒重量が、０．８～２．０ｇであり、好
ましくは、０．９～１．８ｇ、より好ましくは０．９５～１．８、さらに好ましくは１．
０～１．８ｇである。すなわち、ペレットの集合物から、無作為に取ったペレット３０粒
の合計重量の平均値が上記範囲にある。
【０１８６】
　平均３０粒重量については、前記第一のペレット集合物の上記要件（１）の項にて説明
したと同じ方法で測定できる。
【０１８７】
　（２）ふるいわけ法により得られる該ペレットの集合物の粒度分布の指標であって、最
大の重量分率を示す画分における重量分率の値が、９０～１００％、好ましくは、９７～
１００％の範囲にある。
【０１８８】
　この重量分率の値については、前記第一のペレット集合物の上記要件（２）の項にて説
明したと同じ方法で測定できる。
【０１８９】
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　さらに、必要であれば（１）および（２）に加え、前記第１のペレットの集合物におけ
る要件（３）を満たすことも好ましい態様の一つである。
【０１９０】
　本発明の第２のペレットの集合物の製造方法としては、前記第１のペレットの集合物の
製造方法と同様の製造方法をあげることができる。
【０１９１】
　本発明の要件（４）は、例えばペレットの集合物において前記（１）の平均３０粒重量
を０．８～２．０ｇの範囲内でより大きい値とすること、前記（２）の粒度分布の指標を
１００％に近づけることでより低い値とすることができる。さらに必要であれば前記（３
）のＬave／Ｄaveの値を１．００に近づけることも有効である。
＜第二の包装体＞
　本発明に係る第二の包装体は、上記第二のペレットの集合物が、１５～１５００ｋｇの
量で、容器に充填されてなる。上記容器は、プラスチック容器、プラスチック袋、紙袋、
ダンボール容器またはフレキシブルコンテナーであることが好ましい。
【０１９２】
　＜ペレットの集合物の用途＞
　上記第一または第二のペレットの集合物は、該ペレットの集合物の一部に荷重がかかっ
た状態で、２４時間以上、例えば７２時間以上静置した後にも好適に用いられる。具体的
には、成形機などに供給されて使用される。
【０１９３】
　このとき、温度は２０～４５℃で静置されることが通常である。このような静置を経た
ペレットの集合物であってもペレットどうしのブロッキングがほとんどみられない。特に
、静置の後、低温で保管、使用される際にもペレットどうしのブロッキングがほとんどみ
られない。このように、上記ペレットの集合物は耐ブロッキング性に優れる。
【０１９４】
　なお、上記第一または第二のペレットの集合物は、具体的には包装体として上記条件で
静置されてもよく、この場合も優れた耐ブロッキング性を示す。
【０１９５】
　本発明の第一または第二のペレットの集合物を使用して、直接成形体を製造することが
可能である。その際には、成形機への供給時に、ペレットの集合物を手や、硬い冶具等で
ほぐすなどの操作が激減するため、操作性、安全性に優れる。成形体の製造にあたっては
、射出成形、シート押出成形、インフレーション成形、真空成形、中空成形、プレス成形
、異形押出成形、発泡成形などの各種成形法に適応し種々の成形品を得ることができる。
【０１９６】
　また、本発明の第一または第二のペレットの集合物においては、任意成分である粉体お
よび／または液体成分の使用においても、少量で耐ブロッキング性を発現することができ
るため、後述するような熱可塑性樹脂組成物にした際に、物性の低下を抑えられる。この
ような組成物からなる成形体を塗装した場合には、塗装と成形体との接着強度が高く、は
がれることが少ない。
【０１９７】
　＜熱可塑性樹脂組成物＞
　上記第一または第二のペレットの集合物と他の熱可塑性樹脂とを溶融混練すれば、熱可
塑性樹脂組成物が製造できる。
【０１９８】
　上述のように、本発明の第一のペレットの集合物は上記（１）～（３）を満たすため、
より少ない粉体および／または液体の付着量で、さらに優れた耐ブロッキング性を得られ
る。したがって、上記粉体等付着ペレットの集合物を用いて上記熱可塑性樹脂組成物を製
造し、この組成物から成形体を製造する場合、混合している粉体および／または液体によ
る成形体の物性の低下が抑えられる。
【０１９９】
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　また、本発明の第二のペレットの集合物は上記（４）を満たすため、より少ない粉体お
よび／または液体の付着量で、さらに優れた耐ブロッキング性を得られる。したがって、
上記粉体等付着ペレットの集合物を用いて上記熱可塑性樹脂組成物を製造し、この組成物
から成形体を製造する場合、混合している粉体および／または液体による成形体の物性の
低下が抑えられる。
【０２００】
　上記他の熱可塑性樹脂としては、特に制限はなく、例えばＤＳＣで測定した融点が８０
℃以上、好ましくは８１℃以上１８０℃以下、好ましくは１２１℃以上１７０℃以下であ
るポリオレフィンが挙げられる。ポリオレフィンとしては炭素数２～２０のα－オレフィ
ンの単独重合体または共重合体を挙げられる。ポリオレフィンの中でも好ましくはエチレ
ン単独重合体、エチレンと炭素数３～２０のα－オレフィンとの共重合体、プロピレン単
独重合体、またはプロピレンとプロピレン以外の炭素数２～２０のα－オレフィンとの共
重合体が好ましい。ＤＳＣの測定においては、重合体（Ａ）の融点を測定する場合と同じ
方法を用いることができる。
【０２０１】
　このうちエチレンと炭素数３～２０のα－オレフィンとの共重合体については、例えば
エチレン由来の構成単位と炭素数３～２０のα－オレフィン由来の構成単位との合計を１
００モル％とした場合、エチレン由来の構成単位を６０～９９モル％、好ましくは７８～
８５モル％含むものを例示できる。エチレン単独重合体またはエチレンと炭素数３～２０
のα－オレフィンとの共重合体の１９０℃、２．１６Ｋｇ荷重で測定したＭＦＲについて
は特に制限はないが例えば０．０１～２００ｇ／１０分のものを挙げることができる。ま
た、プロピレンとプロピレン以外の炭素数２～２０のα－オレフィンとの共重合体につい
ては、例えばプロピレン由来の構成単位とプロピレン以外の炭素数２～２０のα－オレフ
ィン由来の構成単位との合計を１００モル％とした場合、プロピレン由来の構成単位を６
０～９９モル％、好ましくは７０～８５モル％含むものを例示できる。プロピレン単独重
合体またはプロピレンとプロピレン以外の炭素数２～２０のα－オレフィンとの共重合体
の１９０℃、２．１６Ｋｇ荷重で測定したＭＦＲについては特に制限はないが例えば０．
０１～４００ｇ／１０分のものを挙げることができる。
【０２０２】
　上記熱可塑性樹脂組成物の製造においては、上記第一または第二のペレットの集合物と
他の熱可塑性樹脂とを１／９９～９９／１（質量比）の割合で用いることが好ましい。
【０２０３】
　また、射出成形、シート押出成形、インフレーション成形、真空成形、中空成形、プレ
ス成形、異形押出成形、発泡成形などの各種成形法によって、上記熱可塑性樹脂組成物か
ら種々の成形体を得ることができる。
【０２０４】
　また、上記成形体の少なくとも一部に加飾層が積層されてなっていてもよい。この加飾
層は塗装により得られたものであってもよい。上記熱可塑性樹脂組成物を用いると、成形
体を塗装した場合、塗装と成形体との接着強度が高く、剥がれにくい。
【０２０５】
　［実施例１］
　〔ペレットの集合物の製造〕
　密度８６４ｋｇ／ｍ3、ＭＦＲ３．６ｇ／１０分（１９０℃、２．１６ｋｇ荷重）、引
っ張り弾性率（ＡＳＴＭ－Ｄ－６３８－０３記載の方法により測定される初期弾性率）５
ＭＰａ、Ｔｍ４６℃のエチレン・ブテン共重合体を、ヒートチャンネルダイ、およびダイ
ス面と接触しつつ回転するカッター刃を備え、スクリュー径＝65mm、L/D＝42、同方向回
転型である二軸押出機に供給し、溶融混練した。ヒートチャンネルダイのダイス直径（孔
の開いている部分）＝150mm、ダイス孔径＝3.5mm、ダイス孔数＝30個、カッター刃の枚数
＝2枚であった。溶融混練したエチレン・ブテン共重合体をダイス入口樹脂温度＝200℃で
ヒートチャンネルダイを通じて押出し、カッター刃により切断してペレットの集合物を得
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た。ダイス内での重合体の線速＝0.18m/s、ダイス温度＝150℃であった。また運転時のカ
ッター回転数＝1250rpm、カッター刃の周速＝10m/sであった。得られたペレットの集合物
は水中にて冷却した後、乾燥した。
【０２０６】
　〔ペレットの集合物の洗浄〕
　次いで、得られたペレットの集合物５ｋｇを１０Ｌバケツ（φ265mm、深さ240mm）に入
れ、水で満たした。その中に家庭用洗剤（（株）ライオン製「ママレモン」）を１０ｃｃ
入れ、１０分間攪拌した。網の付いたボウルに攪拌洗浄したペレットの集合物を入れて洗
浄水を切り、別の１０Ｌバケツに洗浄水を切ったペレットの集合物を移した。上水（上水
道の水）をそのバケツに入れて５分間攪拌し、網の付いたボウルにペレットの集合物を移
して水を切った。上記濯ぎ操作（上水を入れて攪拌し、ボウルにペレットの集合物を移し
て水を切る）を合計３回繰り返し、底部に０．５ｍｍの穴を１０箇所以上開けたポリ袋に
移し、１週間、乾燥エアーを袋内に導入して完全に乾燥させた。尚、乾燥期間の間は１日
に１回以上ポリ袋内のペレットを流動させた。
【０２０７】
　また、このペレットの集合物について、上述した方法によって求められる、平均３０粒
重量、最大の重量分率を示す画分における重量分率の値、およびＬave／Ｄaveを表１に示
す。ここで得られたペレットの形を目視した結果、楕円球の形に近かったため、楕円球と
みなしてＬave／Ｄaveを測定した。
【０２０８】
　〔粉体の付着〕
　洗浄したペレットの集合物１０ｋｇを三井鉱山（株）製７５Ｌヘンシェルミキサーに入
れ、次いで０．２５ｗｔ％のステアリン酸カルシウム粉（日本油脂（株）製、平均粒径４
μm）を入れた。回転数１００ｒｐｍにて１０分間両者を十分に攪拌し、ペレット表面に
ステアリン酸カルシウム粉を付着したペレットの集合物を得た。
【０２０９】
　その後、上述した試験方法で耐ブロッキング性を評価した。結果を表１に示す。
【０２１０】
　なお洗浄の有無でブロッキング試験の結果に差は無かった。
【０２１１】
　［実施例２］
　〔ペレットの集合物の洗浄〕までは、実施例１と同様に行った。
【０２１２】
　洗浄したペレットの集合物１０ｋｇを三井鉱山（株）製７５Ｌヘンシェルミキサーに入
れた。次いで０．０２ｗｔ％のシリコンオイル（東レダウコーニング社製ＳＨ２００）を
入れ、回転数１００ｒｐｍにて５分間攪拌した。次いで０．１５ｗｔ％のステアリン酸カ
ルシウム粉（日本油脂（株）製、平均粒径４μm）を入れ、回転数１００ｒｐｍにて１０
分間両者を十分に攪拌し、ペレット表面にステアリン酸カルシウム粉およびシリコンオイ
ルを付着したペレットの集合物を得た。耐ブロッキング性の試験結果を表１に示す。
【０２１３】
　［実施例３］
　ダイス穴数を２０個に変更した以外は、実施例１〔ペレットの集合物の製造〕および〔
ペレットの集合物の洗浄〕と同様にして、ペレットの集合物を製造し、洗浄した。また、
このペレットの集合物について、上述した方法によって求められる、平均３０粒重量、最
大の重量分率を示す画分における重量分率の値、およびＬave／Ｄaveを表１に示す。ここ
で得られたペレットの形を目視した結果、楕円球の形に近かったため、楕円球とみなして
Ｌave／Ｄaveを測定した。
【０２１４】
　次いで、実施例１〔粉体の付着〕と同様にして、ペレット表面にステアリン酸カルシウ
ム粉が付着したペレットの集合物を得た。耐ブロッキング性の試験結果を表１に示す。
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【０２１５】
　［比較例１］
　カッターの刃数を２枚から４枚に変更した以外は、実施例１〔ペレットの集合物の製造
〕および〔ペレットの集合物の洗浄〕と同様にして、ペレットの集合物を製造し、洗浄し
た。また、このペレットの集合物について、上述した方法によって求められる、平均３０
粒重量、最大の重量分率を示す画分における重量分率の値、およびＬave／Ｄaveを表１に
示す。ここで得られたペレットの形を目視した結果、楕円球の形に近かったため、楕円球
とみなしてＬave／Ｄaveを測定した。
【０２１６】
　次いで、実施例１〔粉体の付着〕と同様にして、ペレット表面にステアリン酸カルシウ
ム粉が付着したペレットの集合物を得た。耐ブロッキング性の試験結果を表１に示す。
【０２１７】
　［比較例２］
　〔ペレットの集合物の洗浄〕
　エチレン－オクテン共重合体からなるペレットの集合物〔Dow社製ENGAGE８８４２、MFR
2.16kg,190℃:1.0g/10分、密度:857kg/m3〕５ｋｇを１０Ｌバケツ（φ265mm、深さ240mm
）に入れ、水で満たした。その中に家庭用洗剤（（株）ライオン製「ママレモン」）を１
０ｃｃ入れ、１０分間攪拌した。網の付いたボウルに攪拌洗浄したペレットの集合物を入
れて洗浄水を切り、別の１０Ｌバケツに洗浄水を切ったペレットの集合物を移した。上水
（上水道の水）をそのバケツに入れて５分間攪拌し、網の付いたボウルにペレットの集合
物を移して水を切った。上記濯ぎ操作（上水を入れて攪拌し、ボウルにペレットの集合物
を移して水を切る）を合計３回繰り返し、底部に０．５ｍｍの穴を１０箇所以上開けたポ
リ袋に移し、１週間、乾燥エアーを袋内に導入して完全に乾燥させた。尚、乾燥期間の間
は１日に１回以上ポリ袋内のペレットを流動させた。
【０２１８】
　また、このペレットの集合物について、上述した方法によって求められる、平均３０粒
重量、最大の重量分率を示す画分における重量分率の値、およびＬave／Ｄaveを表１に示
す。ここでペレットの形を目視した結果から、楕円球とみなしてＬave／Ｄaveを測定した
。
【０２１９】
　〔粉体の付着〕
　洗浄したペレットの集合物１０ｋｇを三井鉱山（株）製７５Ｌヘンシェルミキサーに入
れ、次いで０．２５ｗｔ％のステアリン酸カルシウム粉（日本油脂（株）製、平均粒径４
μm）を入れた。回転数１００ｒｐｍにて１０分間両者を十分に攪拌し、ペレット表面に
ステアリン酸カルシウム粉を付着したペレットの集合物を得た。耐ブロッキング性の試験
結果を表１に示す。
【０２２０】
　［比較例３］
　比較例２の共重合体の代わりに、エチレン－ブテン共重合体からなるペレットの集合物
〔Dow社製ENR7467、MFR2.16kg,190℃:1.0g/10分,密度:863kg/m3〕を用いた以外は、比較
例２〔ペレットの集合物の洗浄〕と同様にして、ペレットの集合物の洗浄を行った。また
、洗浄したペレットの集合物について、上述した方法によって求められる、平均３０粒重
量、最大の重量分率を示す画分における重量分率の値、およびＬave／Ｄaveを表１に示す
。ここでペレットの形を目視した結果、円柱形のうちでも、図１の下段右側（Ｌが直径で
Ｄが高さ）の形に近かったため、図１の下段右側の円柱とみなしてＬave／Ｄaveを測定し
た。
【０２２１】
　次いで、比較例２〔粉体の付着〕と同様にして、ペレット表面にステアリン酸カルシウ
ム粉を付着したペレットの集合物を得た。耐ブロッキング性の試験結果を表１に示す。
【０２２２】
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